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航空脱炭素化推進の制度的枠組み

世界各国・各分野でカーボンニュートラル推進の動きが加速する中、昨年度、国土交通省では、2030年～2050年を見

据えた航空分野の脱炭素化を推進するための工程表（ロードマップ）を作成。

今般、工程表等に基づく施策を広く国民的な課題として共有するとともに、各事業者や各空港が主体的・計画的に取組

を進め、適切に説明責任を果たしていくことができるようにするための制度的枠組みを導入。

➡ 航空法・空港法等の改正（両法の目的規定に脱炭素化の推進を位置付け）[令和４年６月10日公布、令和４年12月１日施行]

［制度］ ［主な取組内容］（工程表等に掲げた事項）
国が策定する航空脱炭素化推進基本方針

航空運送事業者が策定する
航空運送事業脱炭素化推進計画※1

国土交通大臣

航空運送事業者 空港管理者

○各航空会社の脱炭素化推進に向けた方針
○CO2排出量削減目標（30年時、50年時等）
○目標達成のための取組内容・実施時期 等を記載

国によるフォローアップ
• 航空運送事業／空港脱炭素化推進計画の取組状況の進捗管理（計画の変更認定時等）
• 国土交通省航空局が設置するCO2削減に関する有識者会議等における大局的・専門的議論

航空運送事業者による
協議の求めが可能

空港分野

航空機運航分野

〇機材・装備品等への新技術の導入
〇管制の高度化による運航方式の改善
〇持続可能な航空燃料(SAF)の導入促進

〇空港施設・空港車両からのCO2排出削減
〇再生可能エネルギーの導入促進
〇地上航空機・空港アクセス等からのCO2
排出削減

申請 認定

反
映

※写真提供：関西エアポート㈱

太陽光発電の導入の様子

○航空の脱炭素化の推進の意義や目標
○政府が実施すべき施策
○関係者が講ずべき措置に関する基本的な事項 等を記載

空港毎に、空港管理者、航空運送事業者、ターミナルビル事業者、給油事業者、
のほか、空港脱炭素化推進事業を実施すると見込まれる者、地方自治体等で構成

申請 認定

空港管理者による
協議会の組織が可能

【航空法第131条の２の７】

【航空法第131条の２の８】

※1 各航空運送事業者・各空港管理者の計画策定は任意
※2 認定を受けることによる国有財産法の特例（行政財産

の貸付、上限30年）等を措置

空港管理者が策定する
空港脱炭素化推進計画※1、※2

○各空港の脱炭素化推進に向けた方針
○2030年および2050年のCO2排出量削減目標
○目標達成のための取組内容・実施時期・実施主体 等を記載

【空港法第24条・第25条】

• 地球温暖化対策計画等との調和を図るための基本方針の改定
• 「空港脱炭素化推進のための計画策定ガイドライン」や整備マニュアルの策定及び改定

国の指針等に関する取組
【航空法第131条の２の７】

空港脱炭素化推進協議会
【空港法第26条】

【航空法第131条の２の10】
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航空脱炭素化推進基本方針（案）のポイント

（意義）
• 2050年カーボンニュートラルに向けて航空の脱炭素化への取組は不可欠
• 国際競争力の維持・強化、航空ネットワークの維持・発展、地域連携・レジリエンス強化のためにも脱炭素化の推進が重要

（目標）

（基本的な方向性）

• 航空機運航分野と空港分野において脱炭素化を推進

• 国土交通省、環境省、経済産業省その他関係省庁の連携

（具体的な施策）

（航空運送事業者）
• SAFの積極的な利用推進、運航改善策の検討、低燃費機材や航空機環

境新技術を搭載した機材の導入、航空機・空港の利用者への取組の理解
促進 等

（空港管理者、空港関係事業者等）
• 空港施設・空港車両の省エネ化等、空港の再エネ拠点化等、空港脱炭素

化推進協議会の活用、地域との連携、航空機・空港の利用者への取組の
理解促進 等

（その他関係者）

1.航空の脱炭素化の推進の意義及び目標

2.政府が実施すべき施策に関する基本的な方針 3.関係者が講ずべき措置に関する基本的な事項

2030年
国際航空：2020年以降総排出量増加制限
国内航空：単位輸送量当たりのCO2排出量2013年度比16％削減
空港：各空港の温室効果ガス排出量2013年度比46％以上削減

さらに、空港全体でカーボンニュートラルの高みを目指す

2050年

航空（国際・国内）：カーボンニュートラル

空港：新技術の活用促進及びクレジット創出・利用拡大

SAFの導入促進※1 管制の高度化等による
運航の改善

航空機環境新技術の
導入

空港施設・空港車両の
省エネ化等の促進

空港の再エネ拠点化等の
促進※2

航空機・空港の利用者等への航
空脱炭素化の取組の理解促進

4.航空運送事業脱炭素化推進計画の認定に関する基本的事項
5.空港脱炭素化推進計画の認定に関する基本的事項

※1 2030年時点の本邦航空運送事業者による燃料使用量の10%をSAFに置換え
※2 2030年度までに再エネ発電容量230万kW導入を目標

空港周辺の地方公共団体

航空機・空港の利用者

SAF原料調達に
関する事業者 新技術開発事業者、

大学・研究機関
省エネ・再エネの技術
等を有する事業者

①認定手続き（申請者、計画期間、計画内容、申請時期）
②認定基準（基本方針に適合等）、③変更

燃料製造・供給事業者
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（参考）前回の基本政策部会における委員からの主なご指摘①

一 航空の脱炭素化の推進の意義及び目標に関する事項
ご指摘 反映状況
○投資を考えると、2040年、50年という長期的な目線で検討す
ることになる。国としても、安定的に脱炭素化の推進をしっかりと
進めていくのだという、長期的なビジョンとなるような方針にして
ほしい。

航空機運航分野、空港分野ともに2050年の目標について記
載し、長期的に目標の達成を目指す方針としています。（資料
1-2p2 4行目～）

二 航空の脱炭素化の推進のために政府が実施すべき施策に関する基本的な方針
ご指摘 反映状況
○国として基本方針を策定する際、従来の取組の延長ではなく、
大きく世界が変わっている中で、いかに取組のギアを変えていくかと
いうところをしっかりと伝え、従来の延長ではないというマインドが
広がっていくような方針にしてほしい

「航空機運航分野と空港分野の連携を含む施策横断的な視点
や近年の技術の進展や国際動向を踏まえ、競争の厳しい国際
航空や国際空港において我が国が勝ち残れるよう、～脱炭素
化を推進するための施策を展開させていく。」と記載し、近年の
国際情勢の動向を踏まえ取り組むべき施策について明記していま
す。（資料1-2p3 6行目～）

○目標達成に向けては、協業・協力する体制がポイント。空港
分野の官民連携プラットフォームのような取組を航空分野の脱炭
素化の各分野においても進めることが重要。

「航空機運航分野において、政府は、～関係事業者等との連携
強化の促進に努めるほか、ICAO長期目標への対応を検討する
ものとする。また、空港分野において、政府は、～空港管理者、
空港関係事業者及び省エネ・再エネの技術等を有する事業者
が知見を共有し、協力体制を構築するために必要な環境整備
を行う。」と記載し、各主体の協働について明記しています。（資
料1-2p2 20行目～）

○SAF の普及にあたっては複数の省庁が関係するため、縦割りを
廃して連携を取っていくことが重要。

「国際競争力のある国産SAFを安定的に供給するため、国土交
通省、環境省、経済産業省及び農林水産省の連携により、原
料調達を促進するとともに、国産SAFの開発・製造に係る支援を
行う。」と記載し、SAFの普及のための省庁連携について明記して
います。（資料1-2p3 15行目～）
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（参考）前回の基本政策部会における委員からの主なご指摘②

二 航空の脱炭素化の推進のために政府が実施すべき施策に関する基本的な方針

ご指摘 反映状況

○旅行者、利用者の側が自覚を持ってできることもあるので、消費
者に対する説明をもう少し積極的に取り組んでもよいのではないか。

「航空機及び空港の利用者等に対し、SAFの導入やCORSIA
に基づく炭素クレジット購入等のカーボンオフセットといった各者
の脱炭素化の取組及びそれに要する利用者の費用負担を含め
た理解を促す。また、インターネット等を活用し関係者と連携し
た積極的な情報提供・発信に取り組み、利用者自らの行動が
脱炭素化に繋がるという意識の醸成を図る。」と記載し、脱炭素
化へ取り組みに対する国民の理解の醸成について明記しています。
（資料1-2p4 33行目～）

○SAF の導入において、コストをどう負担していくのかがポイント。
最終的には利用者に負担が及ぶ、つまり料金が上がるのではな
いか。そのような将来的なコスト負担のあり方についても議論す
べき。
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②第41回ICAO総会について
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第40回ICAO総会（2019.10）で、国際航空の長期目標の実現可能性調査を行い、第41回回総会(2022)で報告させることを決議

2019年12月のICAO環境委員会（CAEP）にて我が国から、国際航空分野の長期目標検討のためのタスクグループの設置を提案し、多くの支持を得
てタスクグループが設置。議長に日本が選任（議長日本、副議長オランダ・サウジ）

本タスクグループで、 第41回ICAO総会に向けて、国際航空分野の長期目標の策定に向けて議論を行い、昨年11月に報告書をとりまとめ

本年7月には航空分野の脱炭素化長期目標に係るハイレベル会合が開催され、我が国からは、政府として初めて公式に国際航空分野における2050年
カーボンニュートラルを目指す旨を宣言し、 「2050年までのカーボンニュートラル」を目標として盛り込んだ成果文書が中国を除く大多数の支持により採択

ハイレベル会合の結果を踏まえ、第41回ICAO総会で「2050年までのカーボンニュートラル」が国際航空分野の長期目標として採択

CO2削減に係るICAO長期目標の策定

背景

短中期目標 長期目標

パリ協定
産業革命以降の平均気温上昇を2度未満に抑制（義務）、1.5度
未満に抑制（努力）
今世紀後半には排出量と吸収量を均衡させる（義務）

（参考）
協定下での日
本の目標

2013年度比総排出量46%減（全分野
として） （2030年度）

2050年カーボンニュートラルの実現を目指
す（全分野として）

国際民
間航空
機関
(ICAO)

燃料効率を年平均２％改善
2020年以降総排出量を増加
させない

*CORSIA（国際航空におけるカーボン
オフセット制度）により2035年に達成す
ることを意図

2050年までのカーボンニュートラル
（今次ICAO総会で採択）

ICAO理事会

長期目標タスクグループ（LTAG-TG)

吉村 源 国土交通省 航空局 航空機技術基準企画室長

元 ICAO President of Air Navigation Commission

LTAG-TG議長

技
術

サ
ブ
グ
ル
ー
プ

燃
料

サ
ブ
グ
ル
ー
プ

シ
ナ
リ
オ

サ
ブ
グ
ル
ー
プ

・LTAG-TGは、29か国、18の国際団体から265名以上の専門家が参画。1年間で
160回以上の電話会議を実施。
・サブグループには日本より航空局及び研究機関（JAXA、運輸総合研究所、
MRI）が参加。

航空環境保全委員会（CAEP)

運
航

サ
ブ
グ
ル
ー
プ
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①新技術の導入
②運航方式の改善
③SAF（※）の活用
④市場メカニズム

CORSIAベースラインの修正

制度設計上、ベースラインは2019年と2020年の排出量平均。
2021年以降、ベースラインを超過した排出量に対して削減義務。
しかし、COVID-19の影響により、2020年は世界的に国際線の航空輸
送量の減に伴い、CO2排出量も2019年比で約59%減。
2020年排出量の大幅減に伴い、パイロットフェーズ（2021～23年）の
ベースラインは、2019単年の排出量単年（理事会決定）。

※ICAO C-WP/15326 Appendix A “Analyses in Support of the 
2022 CORSIA Periodic Review”より抜粋

約59%ダウン

国
際
航
空
か
ら
の
CO
2排
出
量
[単
位
:百
万
ト
ン
]

CORSIAベースラインの変更

当初の設計 パイロットフェーズ（2021～23年） 2024年～2035年

2019年・2020年の排出量平均値 2019年単年の排出量
※第220会期理事会決定

2019年の排出量の85%
※第41回ICAO総会決定

各国際航空会社は、①～③の手段により削減してもベースラインから増加するCO2排出量を、
④市場メカニズム（炭素クレジット）によりオフセットしなければならない（2035年まで）。
我が国は2021年から自発参加(2027年より義務)。
2016年の第39回ICAO総会において採択。

目標達成の手段

○ 2020年以降総排出量を増加させない

CORSIA（市場メカニズムを活用した排出削減制度）

（※）バイオ等の持続可能な航空燃料

○ 燃料効率を毎年２％改善短中期目標
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第41回ICAO総会における環境関係の決定概要

20502019
（実績）

2020
（実績）

203520242021

6.2億t
△15%

～2050年 長期目標
2050年までのカーボンニュートラル

（今回の総会決議で採択）今回の総会で決定

コロナ
約6割減

2.5億t

国際航空分野のCO2排出量は世界全体の約1.8%（6.2億トン）を占め、パリ協定や国際海事機関（IMO）では、CO2削減に
係る長期目標が設定されているが、国際航空分野の気候変動対策を担当する国際民間航空機関（ICAO）では設定されていな
かったところ。
第41回ICAO総会（2022年10月）において、2050年までのカーボンニュートラルを目指す脱炭素化長期目標を採択するととも
に、2035年までの取組についてオフセット量算定の基準となるベースラインを2019年の85%に変更すること等を決定。

ベースライン：2019排出量×85%（2024～2035）

国際航空全体
からのCO2

排出量

ベースライン：
2019排出量

(2021～2023)

当初設計ベースライン：2019/2020排出量の平均
（2021～2035）

※実績値ベース：2019排出量×70%

排出量削減・オフセット

2021年～2035年 短中期目標

目標：2020年以降総排出量を増加させない
手段（CORSIA）：①新技術活用、②運航改善、③
SAFの活用により排出量削減を図りつつ、④ベー
スライン超過分を炭素クレジットでオフセット
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

③その他の取組状況
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課題とこれまでの取組、今後の取組方針（概要）
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目標 課題 直近の取組状況・今後の取組
航空機運航分野における脱炭素化の推進

S
A
F

【2030年目標】
本邦エアラインによる燃料使用
量の10%をSAFに置き換え

• 製造者・供給者・使用者が一体となった国産
SAFの開発・製造の推進
－製造コストの低廉化
－安定的な原料の確保
－国産SAFの幅広い活用に向けた国際認証

の取得

• 安定的なSAF供給に必要な輸入SAFを含め
たサプライチェーンの構築

• SAF官民協議会における供給者・使用者の連携の強化

－ GI基金等により国産SAF開発・製造の事業を支援

－ 国内SAF製造事業者の認証取得支援のあり方検討

• 輸入ニートSAFのサプライチェーン構築モデルの実証事業
（R4航空局予算事業）

運
航
改
善

運航の改善によりCO2を10％
程度削減

• 増加する交通量においてもCO２排出削減を
実現するための
－航空交通全体の最適化
－航空路、離着陸、地上における運航の改善

－ 上下分離の段階的実施による空域再編
－ 洋上航空路における高度・経路の選択自由度の向上
－ RNPーAR等の適用空港の拡充による就航率の改善
－ 自走距離の短縮による地上走行の最適化

新
技
術
分
野

日本企業の航空機環境新技
術の社会実装

• 航空機環境新技術の社会実装における国際
標準化や認証の重要性を踏まえた日本企業
技術の国際標準化や認証獲得
－国際標準化団体等における積極的な提案・
発信

－関係者間のリソース・ノウハウの共有

• 航空機環境新技術に係る安全基準・国際標準の策定及び
認証を戦略的に進めていくための課題の特定・対応策の具体
化を行い、計画（ロードマップ）を2022年度末までに策定

空港における脱炭素化の推進

【2030年目標】
2013年度比で各空港におい
て温室効果ガス排出量46％
以上削減

• より多くの空港における脱炭素化の取組の実施
－ 計画策定に必要な脱炭素の手法や設備導

入に係る空港関係者のノウハウの共有
－ 脱炭素化技術知識の乏しい空港関係者と

技術を有する企業等との連携強化
－空港の脱炭素化の推進を図るためのインセン

ティブ付与

－ 計画策定や再エネ・省エネ設備の導入の指針となる「空港
脱炭素化推進のための計画策定ガイドライン」や事業の実
施主体が導入の際に参考とする「空港脱炭素化事業推進
のためのマニュアル（仮称）」等の策定。

－ 空港関係者と企業との情報交換やセミナーの実施。
－補助金等による計画策定支援や設備導入支援の開始



航空脱炭素化の検討体制について
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航空機運航分野の脱炭素化について 空港分野の脱炭素化について

＜構成員＞学識経験者、エアライン、空港会社、業界団体、研
究機関、関係省庁 等

•3つのアプローチ毎の官民協議会から報告を受け、我が国航空分野
の脱炭素化関係施策を総合的・横断的な視点で議論

•2022年秋のICAO総会における国際航空分野のCO2 排出削減の
長期目標決議を踏まえ、我が国の対応を議論

•工程表の進捗確認、必要に応じ工程表の継続的な見直し

•空港施設・空港車両等からのCO2排出量を削減する方策及び空港の
再エネ拠点化に向けた方策の検討及び進捗確認

•「空港脱炭素化推進のための計画策定ガイドライン」の策定及び見直し
•推進計画で示した取組の実施主体が各事業実施段階で検討する際
に留意すべき事項を記載した整備マニュアルの策定

＜構成員＞学識経験者、空港会社、エアライン、業界団体、空港管理
者、関係省庁等

航空機運航分野に
おけるCO2削減に関する検討会

空港分野に
おけるCO2削減に関する検討会

運航改善
官民協議会

SAF
官民協議会

新技術
官民協議会

空港建築施設の脱炭素化に
関する検討ＷＧ

空港の脱炭素化に向けた
官民連携プラットフォーム

• 空港施設の多様な種類や用途に応じた
CO2削減方策を広範かつ専門的に議論
する。

<構成員>学識経験者、空港会社、全国
空港事業者協会、定期航空協会、空港
設置管理者等

•空港関係者による脱炭素化の
取組や民間企業の省エネ・再
エネ関係の技術や知見等を共
有するとともに、協力体制を構
築し、脱炭素化の検討の加速
化・深化を図る。

<構成員>空港管理者、エアライン、
空港運営権者、空港内関係事業
者、エネルギー関係事業者、省エ
ネ・再エネ関係企業、建設会社、
商社、金融機関、空港周辺自治
体、関係省庁等

報告 助言 報告 助言報告 助言

•SAF導入を加速させるため、国産SAFの開発・製
造推進、サプライチェーン構築等について官民一体
となって進める。

＜構成員＞エアライン、空港会社、石油元売、商社、業界団体、関
係省庁 等

•将来の航空交通システムの進展や技術開発の動
向を踏まえながら運航の改善によるCO2削減策に
ついて官民一体となって進める。

＜構成員＞学識経験者、エアライン、空港会社、研究機関、関係省庁 等

•我が国の環境技術の実用化を進めるため、安
全基準・国際標準の戦略的な策定を官民が一
体となって進める。

＜構成員＞学識経験者、メーカー、エアライン、業界団体、研究機関、関係
省庁等

空港における太陽光パネル
設置検討ＷＧ

• 空港における太陽光パネルの設置について、
空港施設やグレア（眩しさ）による管制等へ
の影響などの課題の抽出、対策方法を検討。

<構成員>航空局関係課室、国土技術政策
総合研究所

P.14,15

P.16

P.17

P.19

P.20 P.21,22

P.18



○ 「2030年時点で、本邦エアラインによる燃料使用量
の10%をSAFに置き換える」との目標に対し、国内に
おける利用見込みと国産SAFの供給見込みを確認。

○ 一方、CORSIAベースラインの見直しを受け、各航
空会社はこれまでの想定を超える脱炭素化の取組が
必要となり、今後、この追加分に対して、短期的に
は輸入SAFや外地給油、クレジット等の選択肢も検討
しつつ、利用側・供給側の事情を踏まえた中・長期的
な対応について検討を進めていくことを確認した。
（主な意見）
・ 更なる供給拡大に向けた投資判断のため、ベースラ
インの見直しを踏まえたSAF利用見込みを精査いただ
きたい。（元売り事業者側）
・ ネットワーク維持のため、外航エアライン分も含めた国
産SAFの確保が必要。利用見込みの精査と供給能力
の見極め双方が重要。（航空会社側）

SAF製造・供給WG
（事務局：エネ庁）

テーマ
・国産SAFの製造・供給
・SAF原料の安定確保
①2022/7/29

＜スケジュール＞
①2022年 4月22日 目的の共有、課題の確認 等
② 11月 7日 SAF製造・供給WG、

SAF流通WG、
ICAO総会の報告 等

• SAFの導入にあたり、供給側の元売り事業者等と利用側の航空会社との連携が重要。
• 技術的・経済的な課題や解決策を官民で協議し、一体となって取組を進める場として「SAFの導入促進に
向けた官民協議会」を設置(R4.4)。

持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進に向けた官民協議会

民間
全日本空輸、日本航空、成田国際空港、中部国際空港、新関西国際空港、関西エアポート、三愛オブリ、定期航空協会、全国
空港給油事業協会、ENEOS、出光興産、コスモ石油、日揮HD、伊藤忠商事、三井物産、三菱商事、石油連盟

政府等 農林水産省、資源エネルギー庁、国土交通省、環境省、NEDO（オブザーバー）

＜構成員＞（事務局：国土交通省、資源エネルギー庁）
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SAF流通WG
（事務局：国交省）

テーマ
・サプライチェーン構築
・国産SAFのCORSIA認証
①2022/7/26

＜第２回概要＞



SAF流通ワーキンググループの設置

SAF流通WGの想定スケジュール（案）

○第1回（7/26）
・航空局輸入ニートSAF事業
・認証取得に向けた支援体制

○第2回（11月頃）
・航空局事業の状況報告
・認証取得体制の状況報告

○第3回（２月頃）
・R4取組成果の整理
・R5取組計画（案）

SAF官民協議会
（2022.4.22～）

SAF製造・供給WG

SAF流通WG

（各会議体の関係）

SAFの導入を加速させるため、技術的・経済的課題や解決策を官民で協議し、一体となって取組を進める場として、
令和4年4月、「持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進に向けた官民協議会」を設立。
国際競争力のある国産SAFの製造・供給、SAFのサプライチェーンの構築、国産SAFのCORSIA適格燃料
登録・認証など、それぞれの課題について専門的な議論を行う場として、協議会の下にワーキンググループを設置。

テーマ：SAFのサプライチェーン構築、国産SAFのCORSIA適格燃料登録・認証

（事務局：国土交通省）

（事務局：資源エネルギー庁）

テーマ：国産SAFの製造・供給、SAF原料の安定確保

※WGの取扱い
本ワーキンググループの議事及び配布資料は、原則非公開とする。

WGでの議論は、事務局において取りまとめ、官民協議会に報告・共有。

（事務局：国土交通省、資源エネルギー庁）

構成員
民間 ：航空会社、空港会社、石油元売会社等
政府 ：農林水産省、環境省

資源・燃料分科会（経産省）

航空機運航分野におけるCO2削
減に関する検討会（国交省）

報告・共有

15



運航の改善によるCO2削減協議会の設置

16

＜スケジュール＞
・2022年 6月16日 第1回：関係者による現状の共有、今後の進め方についての議論 等

10月31日 第2回：法改正等の動きの共有、取組事例の共有・内容に関する質問や意見交換 等
2月～3月頃 第3回：今年度の総括、来年度の取組 等

• 運航の改善による更なるCO2削減については、将来の航空交通システムの進展や技術開発の動向を
踏まえながら、産学官で連携し進めていくことが重要。

• 今後、我が国の官民での運航の改善によるCO2削減策に係る検討を加速させる場として、航空会社や
空港会社等の関係者からなる「運航の改善によるCO2削減協議会」を設立。

学識経験者 屋井教授（東京工業大学）、武市教授（東京都立大学）、平田教授（茨城大学）

航空会社 全日本空輸、日本航空、スカイマーク、AIRDO、スターフライヤー、ソラシドエア、日本トランスオーシャン航空、
Peach Aviation、スプリング・ジャパン、ジェットスター・ジャパン等

空港会社 成田国際空港、中部国際空港、関西エアポート

研究機関 宇宙航空研究開発機構、海上・港湾・航空技術研究所、運輸総合研究所

航空局 交通管制部交通管制企画課、管制課、運用課、管制技術課、安全部安全政策課等

＜構成員＞（事務局：国土交通省）

第2回会議における議論のポイント（令和4年10月31日 オンライン開催）

法改正及び脱炭素化基本方針（案）の策定等の動きの説明
航空会社や空港会社における取組事例の共有・内容に関する質問や意見交換
今後の協議会における議論の進め方



航空機の脱炭素化に向けた新技術官民協議会の設置

＜スケジュール＞
2022年6月20日 第1回官民協議会：目的・技術開発支援状況の共有、実務者会合・分野別WG立ち上げの提案、構成員からの取組・課題の発表

7月26日 第１回実務者会合：官民協議会で挙げられた課題の整理（共通課題・分野別WGでの課題）、各WGでの議論の内容・方向性の検討
8月～ これまで、電動化WG（計3回）、水素WG（計3回）、軽量化・効率化WG（計4回）を開催。以降継続して各WGを開催

2023年3月 各WGでの議論を踏まえ、実務者会合、官民協議会を開催し、基準策定等の取組に関する計画（ロードマップ）を策定予定

• 世界に先駆けて我が国の環境新技術（電動化、水素航空機等）の実用化を進め、航空分野の環境
対策を推進するためには、産学官が連携し、戦略的に安全基準・国際標準の検討を進めることが重要。

• 日本企業が持つ優れた環境新技術の社会実装、及び日本のプレゼンス・シェアの向上も見据え、日本企
業が不利にならない形で、技術に応じて主導的に、当該技術に関連する安全基準等を策定することを目
標とし、官民が一体となって取り組む場として「航空機の脱炭素化に向けた新技術官民協議会」を設立。

学識者 李家教授（東京大学大学院工学系研究科教授）

民
間

構成員
IHI、川崎重工業、GSユアサ、ジャムコ、シンフォニアテクノロジー、新明和工業、SUBARU、住友精密工業、多摩川精機、東レ、ナブ
テスコ、三菱重工業
航空イノベーション推進協議会、航空機装備品認証技術コンソーシアム、日本航空宇宙工業会
全日本空輸、日本航空

オブザーバー 定期航空協会、成田国際空港、中部国際空港、新関西国際空港、関西エアポート
政府等 国土交通省、経済産業省、文部科学省（オブザーバー）、JAXA（航空機電動化コンソーシアムを含む）、NEDO

＜官民協議会の構成員＞（事務局：国土交通省、経済産業省） (順不同)

これまで開催した官民協議会・実務者会合・WG等の議論のポイント

17

各メーカーにおいては、グリーンイノベーション基金、NEDO事業等も活用しつつ、電
動化、水素航空機、軽量化などの環境新技術の開発を進めている。
当該技術の早期社会実装に向けて、産学官が連携し国際標準化を進めていきた
い旨の発言があり、国際標準化や認証に関し、主な課題として以下が挙げられた。

国際標準化に係る産学官の連携
国際標準化団体等における我が国の積極的な提案・発信
認証のノウハウの共有 等

官民協議会

実務者会合

電動化WG 水素WG 軽量化・効
率化WG

協議会の方向性の決定、航空機運航分野における
CO2削減に関する検討会への報告事項の承認

各WGの横串・共通課題の検討、技術開発動向の
共有、技術実証等を行いやすい環境整備の検討、
WGのとりまとめ

対象技術毎の分析・評価、アプローチの検討等

＜検討体制＞



空港における脱炭素化の推進

18

〇学識経験者等で構成する「空港分野におけるCO2削減に関する検討会」をR3.3に設置。
〇R3.8から21空港において「重点調査」を進めるとともに、空港関係者と脱炭素技術等を有する企業の協

力体制構築のための「空港脱炭素化プラットフォーム」をR3.9に設置（現在300者が登録）。
〇R4.2に空港脱炭素化の全体目標および工程表を策定。

＜目標＞2030年度までに、各空港で４６％以上の削減（2013年度比）および
再エネ等導入ポテンシャルの最大限活用により、空港全体でカーボンニュートラルの高みを目指す。

〇R4.3に各空港で作成する計画のガイドライン[初版]を策定。
〇検討会の下に「空港建築施設の脱炭素化に関する検討WG」及び「空港における太陽光パネル設置検討WG」を設置。
〇R4.6に航空法・空港法等の一部を改正する法律案が成立（国による基本方針の策定及び計画認定制度の創設）
〇本年度以降は、各空港における脱炭素化推進計画の策定を推進するとともに、空港脱炭素化推進事業

（設備導入支援、モデル実証等）を開始。また、事業推進のためのマニュアル（仮称）を策定予定。

ANAホームページより電球式 LED式

照明・灯火のLED化

JAL提供

空港車両のEV・FCV化の促進（写真はEV車の一例）

①空港施設・空港車両からのCO2排出削減

太陽光発電の導入促進GPU利用の促進 走行距離の縮減

✈

関西エアポート(株):提供

③再エネ拠点化②地上航空機からのCO2排出削減

空港脱炭素化の工程表における主な取組内容

空港脱炭素化推進のイメージ

空港アクセスのCO2削減



空港建築施設の脱炭素化に関する検討ＷＧの設置

• 空港建築施設の脱炭素化については、施設の種類や用途が多様であり、CO2削減方策についても
照明・空調設備等広範で専門性が高いことから、建築関係の学識者やターミナルビル会社等の実務者
等をメンバーとし、具体的な省エネ・再エネ手法や導入時の留意事項等を検討するため、「空港建築施
設の脱炭素化に関する検討WG」を設置。

＜構成員＞ （順不同）

WGの概要

空港建築施設は建物の用途、規模、利用状況、地域や立地条件
等により使用されるエネルギー量や構成が異なるため、これらの特性を
踏まえ脱炭素化の検討を行う。
空港建築施設における省エネ化や再エネ導入に向け参考となる、施
設整備等の導入効果やコスト、また、実施計画段階、設計・施工段
階、管理運営段階において留意すべき事項等について議論し、空港
建築施設の脱炭素化を推進するにあたり空港管理者等が参考とする
マニュアル（案）を取りまとめる。

19省エネ基準地域区分と全国97空港

空港建築施設の省エネ化イメージ

手荷物受取所

搭乗待合室

カーブサイド

高低差・卓越風を利用した

複層ガラス

敷地内緑化

内装の木質化

土間断熱

高断熱化

庇・
ライトシェルフ

自然通風

ハイサイドライト
による自然採光

夏

冬
冬期は日射
を取込む
冬期は日射
を取込む

夏期は日
射を遮断

出発ロビー

到着ロビー

Low-Eガラス

吹抜

卓越風の確認

東京国際
関西国際
中部国際
成田国際
大阪国際
出雲
石見
岩国
大分 福岡

大分県央 天草
岡山 壱岐 那覇
隠岐 大島 奄美
北九州 小値賀 喜界
熊本 鹿児島 徳之島
岡南 上五島 沖永良部
神戸 高知 与論
小松 神津島 粟国
佐賀 静岡 久米島

新千歳 高松 種子島 慶良間
旭川 調布 長崎 南大東
丘珠 佐渡 対馬 南紀白浜 北大東
帯広 庄内 徳島 新島 伊江島
釧路 青森 但馬 鳥取 八丈島 宮古
女満別 大館能代 秋田 富山 名古屋 福江 下地島
紋別 奥尻 仙台 新潟 広島 松山 多良間
利尻 函館 福島 能登 美保 三宅島 新石垣
礼文 花巻 松本 百里 八尾 宮崎 波照間

中標津 稚内 三沢 山形 福井 山口宇部 屋久島 与那国

地域1 地域2 地域3 地域4 地域5 地域6 地域7 地域8

地域区分

地域1

地域2

地域3

地域4

地域5

地域6

地域7

地域8

学識者 田辺教授（早稲田大学）、伊香賀教授（慶應義塾大学 ）、花岡教授（東京工業大学 ）

民
間

構成員 全国空港事業者協会、定期航空協会、北海道エアポート、仙台国際空港、成田国際空港、
中部国際空港、関西エアポート、高松空港、広島国際空港、福岡国際空港、熊本国際空港

オブザー
バー

全日本空輸、日本航空、新関西国際空港、日本空港ビルデング、東京国際空港ターミナル、
エージーピー、空港施設、港湾空港技術研究所、国土技術政策総合研究所、地方自治体、
東京航空局、大阪航空局等

航空局 航空ネットワーク部 空港計画課（事務局）、空港技術課（事務局）
航空ネットワーク企画課、首都圏空港課、近畿圏・中部圏空港課

空港建築施設のCO2排出量(2019年度)

＜スケジュール＞
2022年3月23日 第1回WG：空港建築施設における特徴・現状、留意点の整理

6月13日 第2回WG：脱炭素化の取組の方向性等についての議論
9月20日 第3回WG：マニュアル（素案）についての議論

（予定）11月8日 第4回WG：マニュアル（案）まとめ

①旅客ターミナル

②貨物ターミナル

③航空機格納庫、航空機燃料施設、整備工場

④機内食工場、エネルギー供給施設、
廃棄物処理施設

⑤立体駐車場

⑥複合テナントビル

⑦管理施設

⑧その他



空港における太陽光パネル設置検討ＷＧの設置

＜スケジュール＞
・2022年７月２７日 第１回WG：太陽光パネル設置に係る空港施設への影響の検討、

グレア（眩しさ）の検証、設置に関する課題整理 等
９月３０日 第２回WG：太陽光パネル設置の課題に対する対応の方向性、

着陸帯における太陽光パネルの設置検討 等
10月２６日 第３回WG：とりまとめ

• 空港における太陽光発電の導入拡大にむけて、制限エリアを含む空港用地への設置の可能性を踏ま
え、空港施設やグレア（眩しさ）による管制等への影響など、現行の基準等を踏まえながら太陽光パ
ネルの設置に必要な課題の抽出及び対策方法を検討するため、航空局や国土技術政策総合研究所
の実務者をメンバーとする「空港における太陽光パネル設置検討ＷＧ」を設置。

＜構成員＞

WGの検討概要
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航空局 交通管制部 交通管制企画課、管制課、管制技術課、運用課、
航空灯火・電気技術課

安全部 安全政策課、航空機安全課、航空安全推進室、
空港安全室

航空ネットワーク部 空港計画課（事務局）、空港技術課（事務局）
国土技術政策総合研究所 空港施設研究室、施工システム室

空港用地に太陽光パネルを設置する際に、空港施設等への影響を踏まえ、場所毎に確認すべき事
項をとりまとめた。
太陽光パネルからのグレア（眩しさ）ついて、管制等への影響に関する検証の方法や承認手続き関
係について整理した。
着陸帯等における太陽光パネルの設置の可能性について、現行基準との関係や将来的なパネル開
発動向も含めて課題整理を行った。今後、更なる設置可能性の検証のため、実証試験も視野に詳
細な検討を行う予定。

（順不同）

→ 検討内容を「空港脱炭素化事業推進のためのマニュアル（仮称）」に反映予定

設置場所の検討図

設置事例

提供：関西エアポート（株）



空港の脱炭素化に向けた官民連携プラットフォーム
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航空局では、空港の脱炭素化に向けて、「空港分野におけるCO2削減に関する検討会」を設置し、
空港施設・車両のCO2削減対策や空港再エネ拠点化などの検討を推進しているところ。

各空港における対策実施・設備導入に向けた体制を整え、脱炭素化の検討の加速化・深化が図られ
るためには、空港関係者と省エネ・再エネ関係の技術や知見等を有する企業が、それぞれの情報を共
有し、協力体制を構築していくことが重要である。このため、検討会の下に、「空港の脱炭素化に向
けた官民連携プラットフォーム」を設置。

国・自治体

省エネ・再エネ
関係企業空港管理者（会社・自治体・国）

エアライン、空港運営権者、空港内関係事業者
エネルギー関係事業者、省エネ・再エネ設備関係企業

商社、建設会社、金融機関
空港周辺自治体、経産省、環境省、国交省航空局

顧問（検討会有識者委員）

＜実施内容＞
・空港関係者による脱炭素化の取組紹介
・民間企業による省エネ・再エネ技術等の紹介
・モデルプロジェクトの検討 等

空港関係者

など

※現在300者が登録（空港管理者・周辺自治体 85者、空港関係者 55者、民間企業・団体 160者）



空港脱炭素化プラットフォーム実施状況及び今後の取組予定
プラットフォーム（第1回～6回）実施状況

開催日 説明・情報提供 プレゼン

第1回_令和3年10月5日（火） 航空局より説明

重点調査空港からのプレゼン
（成田国際空港㈱、中部国際空港㈱、東京国際空港ｴｺｴｱﾎﾟｰﾄ協議会、北海道ｴｱﾎﾟｰﾄ㈱、富士山静岡空港㈱、㈱南紀白浜ｴｱﾎﾟｰﾄ）
民間企業からのプレゼン
（京ｾﾗ㈱、三井物産㈱、ｱｲﾘｽｵｰﾔﾏ㈱）

第2回_令和3年10月11日（月） 航空局より情報提供

重点調査空港からのプレゼン
（関西ｴｱﾎﾟｰﾄ㈱、関西ｴｱﾎﾟｰﾄ神戸㈱、広島国際空港㈱、高松空港㈱、大阪航空局(松山,長崎,鹿児島)、沖縄県(与那国)）
民間企業からのプレゼン
（伊藤忠商事㈱、ｺｽﾓ石油ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ㈱、清水建設㈱、帝人ﾌﾛﾝﾃｨｱ㈱）

第3回_令和3年11月2日（火） 経済産業省・環境省
より情報提供

民間企業・団体からのプレゼン
（㈱梓設計、大成建設㈱、(一財)日本気象協会、ﾈｸｽﾄｴﾅｼﾞｰ･ｱﾝﾄﾞ･ﾘｿｰｽ㈱、富士電機㈱、みずほ証券㈱、ﾓﾊﾞｲﾙｿﾘｭｰｼｮﾝ㈱）

第4回_令和3年11月29日（月） 関西ｴｱﾎﾟｰﾄ㈱より情
報提供

民間企業・団体からのプレゼン
（ｱｼﾞｱｹﾞｰﾄｳｪｲ㈱、ｲｰｴｽｼﾞｰﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ㈱、ｳﾞｨｰﾅ･ｴﾅｼﾞｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱、NEC ﾈｯﾂｴｽｱｲ㈱、㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ、ｶｰﾎﾞﾝﾌﾘｰｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱、ﾃﾞ
ｼﾞﾀﾙｸﾞﾘｯﾄﾞ㈱、㈱ﾃｯｸｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ、㈱ﾅﾘｺｰ、東芝ｲﾝﾌﾗｼｽﾃﾑｽﾞ㈱、帝人ﾌﾛﾝﾃｨｱ㈱、㈱ﾕﾆﾊﾟｯｸ、三菱化工機㈱）

第5回_令和4年2月21日（月） 航空局より情報提供
民間企業・団体からのプレゼン
（出光興産㈱、ENEOS㈱、(一社)高純度ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ燃料事業者連合会、(一社)GOOD ON ROOFS、㈱ｺｰﾚﾝｽ、東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰ
ﾄﾅｰ㈱、ﾄﾖﾀ自動車㈱、㈱ﾆﾁﾓ、ﾌｫｰｱｰﾙｴﾅｼﾞｰ㈱、PHOTON CAPITAL合同会社）

第6回_令和4年7月28日（木） 航空局より情報提供

民間企業・団体からのプレゼン
（三井住友建設㈱、オムロンソーシアルソリューションズ㈱、積水化学工業㈱、㈱テックインターナショナル、㈱トクヤマ、モ
バイルソリューション㈱）
航空会社からのプレゼン
（全日本空輸㈱、日本航空㈱）

プラットフォーム今後の取組予定

引き続き、民間企業・団体のプレゼン、国等による情報提供、意見交換を実施
●プレゼン、情報提供など

空港の脱炭素化に向けたモデルプロジェクトの形成を目指し、本プラットフォームを活用した「空港と企業等との共同チーム」によるプ
ロジェクト（構想段階含む）について、航空局としても随時相談を受け付けております。

好事例などについては、モデルプロジェクトとして横展開するなども検討していきたいと思います。

●モデルプロジェクト検討

現場視察会の開催などを検討

●現場視察会など

22



（参考）運航分野における脱炭素化の推進
令和５年度要求額 非公共予算 0.5億円
空港整備勘定 84億円
（一般空港等、航空路整備事業の内数）

機材・装備品等への新技術導入運航の改善

航空情報共有基盤を構築・活用することで、精緻な時間管理等
を用いた円滑な交通流の実現が可能となり、運航効率が向上

○ 運航全体の最適化及び航空路、出発・到着、空港面といった場
面ごとの運航効率の改善策を推進。

○ 管制システムの高度化など必要な事業を実施し、運航の効率化
を図るとともに、飛行中の消費燃料の削減を行う。

運航全体の最適化

航空会社
空港会社

海外管制機関等

航空情報共有基盤

管制機関

国

例：

持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進

○ 2025年には廃食油由来等の国産SAFの一部商
用化が見込まれるため、サプライチェーンの構築や
国際標準化等の取組が急務。

○令和４年度に立ち上げたSAF官民協議会におい
て、民間事業者のSAF導入促進に係るニーズを
吸い上げ、それらに関わる調査事業を令和４年
度に実施し、課題を明確化。

対
応
策

空港における国産SAF活用のための
受入施設等整備に対する支援

○国際航空においては2020年以降総排出量増加制限、国内航空においては2030年度までに単位輸送量当たりのCO2排出量2013年度比16％削減を目
指し、国際・国内航空ともに2050年カーボンニュートラルを目指す。

空港でのSAFの供給体制確立のための調査

大規模生産前のトランジション期の国
産SAFの活用に向けた空港のSAF受
入施設・整備等の導入の支援

SAFの品質管理等に関する実証※
SAF等の代替燃料の使用に係る安全性確保
国産SAFの国際認証取得に向けた支援

※航空局の飛行検査機の
活用を検討

国産SAFのASTM規格及び
CORSIA適格燃料への登録・
認証をサポート

（イメージ）空港内での混合のための施設整備

○ 日本企業が持つ優れた環境新技術の実用化に向け、産官学で
タッグを組んで、戦略的に安全基準・国際標準等の議論に関与。

○ 国としても国際標準化団体の国際会議等へ参画し、新技術の社
会実装を推進。

○ 新技術を導入した機材を我が国エアラインが導入し、航空機の脱
炭素化に寄与。

安全基準・国際標準案の作成
国際標準の策定会議への参画

参加・提案産官学で連携

基準案

新技術官民協議会
（R4.6設置）

有識者、メー
カー、業界団
体、研究機関、
関係省庁等

• 基準策定等の取組に関する計画
（ロードマップ）を策定

水素燃焼器・タンク
（川崎重工業）

試験設備等
（JAXA）

燃料ポンプ
（日機装）

圧力制御
バルブ

（キッツ）

水素航空機のコア技術

航空機の軽量化

複雑形状化
（三菱重工業）

我が国環境新技術の開発例
（GI基金採択案件）

熱可塑複合材エルロン
（新明和工業） 23



ANAホームページより電球式 LED式

照明・灯火のLED化

JAL提供

空港車両のEV・FCV化の促進（写真はEV車の一例）

太陽光発電設備の導入促進GPU利用の促進 走行距離の縮減

✈

関西エアポート(株):提供

空港脱炭素化推進のイメージ

①空港施設・空港車両からのCO2排出削減

②地上航空機からのCO2排出削減 ③再エネ拠点化

＜事業の概要＞

空港脱炭素化の全体目標「2030年度までに、各空港で４６％以上の削減（2013年度比）及び再エネ等導入ポテンシャル

の最大限活用により、空港全体でカーボンニュートラルの高みを目指す」の達成に向けて、日本の玄関口である空港の脱
炭素化を推進するため、あらゆる手段による取組を実施します。

５年度要求額 非公共予算 ３億円
空港整備勘定 ８３億円

（羽田、一般空港等の内数）

①空港施設・空港車両からのCO2排出削減に向けた照明・灯火のLED化や空港車両のEV・FCV化、②航空機からのCO2
排出削減に向けたGPU利用等を促進します。

また、空港周辺地域との連携や災害時のレジリエンス強化の観点も重視しつつ、③空港の再エネ拠点化に向けて、太陽
光発電等の再エネ設備の導入を推進します。

（参考）空港分野における脱炭素化の促進
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（参考）令和４年度 航空脱炭素化関係検討スケジュール

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

改正航空法・空港法等関係

●
航空脱炭素化推進基本方針

策定予定

●
改正航空法・空港法等

成立

航空機運航分野における
CO2削減に関する検討会

SAF官民協議会

運航改善官民協議会

新技術官民協議会

空港分野における
CO2削減に関する検討会

空港建築施設の脱炭素化に
関する検討ＷＧ

空港における太陽光
パネル設置検討ＷＧ

●
第1回
4/22

第3回
予定

●
第1回
6/20

●
第1回
6/16

●
運航・空港
合同開催

9/1

●
運航・空港
合同開催

9/1

●
第５回
6/22

●
第７回

12月上旬予定

●
第６回
予定

●
第２回
6/13

●
第３回
9/20

●
第４回
11/8

●
第19回基本政策部会

●
第１回
7/27

●
第２回
9/30

●
第３回
10/26

第3回
予定

●
第20回基本政策部会

11/8

●
第２回
10/31

25

●
第２回
11/7

●
第1回流通WG 7/26

第1回製造供給WG 7/29

●
第１回実務者会合

7/26

●
第2回実務者会合

予定

●
第３回実務者会合

予定

電動化WG
8/22, 9/26, 10/24

水素WG
8//17, 9/28, 10/19

軽量化・効率化WG
8/25, 9/22, 10/13, 10/27

●
第2回
予定

パブコメ
10/4～11/4

●
空港の脱炭素化に向けた
官民連携プラットフォーム

第６回 7/28


